
各

都道府県知事

保健所設置市市長

特別区区長

殿

標記の国庫補助金の交付については、令和5年6月30日こ成母第34号本職通

知「母子保健衛生費の国庫補助について」の別紙「母子保健衛生費国庫補助金交

付要綱」(以下「交付要綱」という。)により行われているところであるが、今般、

交付要綱の一部が牙1絲氏新旧対照表のとおり改正され、令和7年6月1日から適用

することとされたので通知する。

各都道府県知事におかれては、貴管内市町村長(保健所設置市市長、特別区区

長を除く。)に対する周知につき配慮願いたい。

こ成母第 1120 号

令和 7年6月24日

母子保健衛生費の国庫補助について

こども

(公

収受
NO.6 か

フ.フ.-1

卦着護゛ケ

庭庁長官

省略)

家
印



別紙

別紙

母子保健衛生費国庫補助金交付要綱新旧対照表

1 ~14

別表

1 区分

(略)

直接補助

事業

母子保健衛生費国庫補助金交付要綱

2 種目

こどもの

,Dの診療

ネットワ

ーク事業

新

1都道府県(指定都市)当たり

1,525,000円 X実施月数

3 基準額 4 対象経費

こどもの心の診

療ネットワーク

事業に必要な報

酬、給料及び職

員手当等(ただ

し会計年度任用

職員へ支給され

るものに限る)

並びに報償費、

共済費、旅費、

需用費(消耗品

費、食糧及び

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

費、広告料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費

別紙

性と健康

の相康セ

ンター事

業

5 補助率

次により算出された額の合計額

1 基本分補助単価

876,000円 X実施月数

1~14

2分の1

別表

1 区分

2 加算分補助単価

(1)夜間・休日対応加算
61,000円 X実施月数

ただし、妊娠に悩む者に対する

専任の相談員を配置し、開設時問

が週 40時間を超える時間は、当

該40時問を超える時間を14時問

で除した数(小数点以下四捨五

入)を実施月数に乗ずることがで

(略)

直接補助

事業

母子保健衛生費国庫補助金交付要綱

2 種目

こどもの

心、d)診療

ネットワ

ーク事業

旧

性と健康の相談

センター事業

に必要な報酬、

給料及び職員手

当等(ただし会

計年度任用職員

へ支給されるも

のに限る)、報償

費、共済費、旅

費、需用費(消

耗品、食糧費、

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

1都道府県(指定都市)当たり

1,525,000円 X実施月数

3 基推額

2分の1

4 対象経費

こどもの心の診

療ネットワーク

事業に必要な報

酬、給料及び職

員手当等(ただ

し会計年度任用

職員へ支給され

るものに限る)

並びに報償費、

共済費、旅費、

需用費(消耗品

費、食糧費及び

印刷製本費)、役

務費(通イロ運搬

費、広告料)、委

託料、使用料及

ぴ賃借料、備品

購入費

性と健康

の相戒セ

ンター事

業

5 補助率

次により算出された額の合計額

1 基本分補助単価

釘6,000円 X実施月数

2分の1

2 加算分補助単価

(1)夜問・休日対応加算

61,000円X実施月数

ただし、妊娠に悩む者に対tる

専任の相談員を配置し、開設時間

が週 40時間を超える時間は、当

該40時間を超える時間を14時間

で除した数(小数点以下四捨玉

入)を実施月数に乗ずることがで

性と健康の相談

センター事業

に必要な報酬、

給料及び職員手

当等(ただし会

計年度任用職員

へ支給されるも

のに限る)、報償

費、共済費、旅

費、需用(消

耗品費、食糧費、

印刷製本)、役

務費(通佑運搬

2分の1



きる。

(2)特定妊婦等に対する産科婦人科

受診等支援加算

【直営の場合】

1 運営費

172,000円X実施月数

②初回産科受診料等支援
10,000円X助成件数

③交通費支援

2,000円X助成件数

【委託の場合】 a団体当たり)

①運営費

343,200円 X実施月数

②初回産科受診料等支援

10,000円X助成件数

③交通費支援
2,000円 X助成件数

費、広告料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費、負担金、

補助及び交付

金、扶助費

(3)若年妊婦等に対する支援体制強

化加算

【直営の場合】

①運営費

186,500円X実施月数

② SNS等運用加算

10,888,000円(年額)

③緊急一時的な居場所の確保加

算

16,100円 X宿泊日数

【委託の場合】 a団体当たり)

①運営費

402,600円X実施月数

②夜間・休日対応加算
61,000円X実施月数

③ SNS等運用加算
10,888,000円(年額)

④緊急一時的な居場所の確保加
算

16,100円 X宿泊日数

きる。

(2)特定妊婦等に対する産科婦人科

受診等支援加算

【直営の場合】

①運営費

172,000円 X実施月数

②初回産科受診料等支援

10,000円X助成件数

③交通費支援

2,000円X助成件数

(4)出生前遺伝学的検査加算
①運営費

151,700円 X実施月数

【委託の場合】(1団体当たり)

①運営費

343,200円X実施月数

②初回産科受診料等支援
10,000円X助成件数

③交通費支援

2,000円X助成件数

費、広告料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費、負担金、

補助及び交付

金、扶助費

(3)若年妊婦等に対する支援体制強

化加算

【直営の場合】

1 運営費

186,500円X実施月数

② SNS等運用加算

10,認8,000円(年額)

③緊急一時的な居場所の確保加

算

16,100円 X宿泊日数

【委託の場合】(1団体当たり)

①運営費

402,600円X実施月数

②夜間・休日対応加算
61,000円 X実施月数

③ SNS等運用加算
10,認8,000円(年額)

④緊急一時的な居場所の確保加

算

16,100円 X宿泊日数

(4)出生前遺伝学的検査加算

①運営費

151,700円 X実施月数



② 研修費

28,700円 X実施月数

(5) HTLV 1母子感染対策加算

1都道府県あたり 1,695,000円

(6)不妊症・不育症等ネットワーク

支援加算

①不妊症・不育症等ネットワーク支
援

695,000円X実施月数

②ピア・サポート活動等への支援

209,000円 X実施月数

新

(フ)基礎疾患、のある妊産婦等への妊

娠と薬に関する相康支援加算

フ,700円(実際の相映費用の7割

相当額を上限とする。) X相談件

数

不育症検

査費用助

成事業

1 検査費用助成

流死産検体を用いた遺伝子検査

(次世代シーケンサーを用いた流
死産械毛・胎児組織染色体検査)

(令和4年12月1日厚生労働省告

不第340号)

抗ネオセルフβ.グリコプロテ

イン1複合体抗体検査

(令和7年5月30日厚生ル動ハ告

示第 167 号)

検査費用の7割相当額(千円未

満の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てるものとし、 60,000円

を上限とする。) X実施件数

不育症検査費用

助成事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)並ぴに報

償費、共済

旅費、需用(消

耗品、食糧費

及び印刷製本

費)、役務費(通

イロ運搬費、広告

料)、委託料、使

用料及び賃借

料、備品購入費、

負扣金、補助及

び交付金、扶助

費

2 広報啓発費用(事務費)

1 自治体当たり 2,937,000円

② 研修費

28,700円 X実施月数

(5) HTLV 1母子感染対策加算

1都道府県あたり 1,695,000円

2分の1

(田不妊症・不育症等ネットワーク

支援加算

①不妊症・不育症等ネットワーク支

援

695,000円X実施月数

②ピア・サポート活動等への支援

209,000円X実施月数

旧

(フ)基礎疾患、のある妊産婦等への妊

娠と薬に関する相談支援加算

フ,700円(実際の相談費用の7割

相当額を上限とする。) X相談件

数

不育症検

査費用助

成事業

1 検査費用助成

流死産検体を用いた遺伝子検査

(次世代シーケンサーを用いた流

死産鉞毛・胎児組織染色体検査)

(令和4年12月1日厚生労働省告

木第340号)

検査費用の7割相当額(千円未

満の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てるものとし、 60,000円

を上限とする。) X実施件数

2 広報啓発費用(事務費)

1 自治体当たり 2,937,000円

不育症検査費用

助成事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)並びに報

償費、共済費、

旅、需用費(消

耗品費、食糧費

及び印刷製本

費)、役務費(通

イロ運搬費、広告

料)、委託料、使

用料及び賃借

料、備品購入費、

負扣金、補助及

び交付金、扶助

費

2分の1



妊娠・出産

包括支援

事業

0市町村事業(ただし、 1 ②多胎妊

産婦等支援事業については都道府県及

び市町村事業)

1 産前・産後サポート事業

①相談支援等

1市町村当たり、炊の表の人口

区分当たりの単価X実施月数とす

る。

人口区分(人)

2万人未満

2万人以上5万人未満

5万人以上10万人末満

10万人以上30万人未満

30万人以上70万人末満

70万人以上150万人未満

150 万人以上

妊娠・出産包括

支援事業に必、要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、並ぴに報

償費、共済費、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

印刷製本費、

熱水費及び賄材

料費)、役務費

(通信運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃借料、備品購

入費、修繕費、

負担金、補助及

ぴ交付金、扶助

費

単価(円)

170,900

264,700

508,300

1,054,900

1,360,000

2,019,400

2,781,600

2分の1

②多胎妊産婦等支援

①多胎ピアサポート事業

1都道府県又は市町村当たり

208,200円 X実施月数

②多胎妊産婦等サポーター等事業

1都道府県又は市町村当たり

次の表の人口区分当たりの単価

X実施月数とする。

妊娠・出産

包括支援

事業

人口区分(人)

2万人未満

2万人以上5万人未満

5万人以上10万人未満

10万人以上30万人未満

30万人以上70万人未満

70万人以上150万人未満

150万人以上

0市町村事業(ただし、 1(2)多胎妊

産婦等支援事業については都道府県及

び市町村事業)

1 産前・産後サポート事業

(1)相談支援等

1市町村当たり、次の表の人口

区分当たりの単価X実施月数とす

る。

単価(円)

169,400

233,700

426,800

469,700

491,100

684,200

791,400

人口区分(人)

2万人未満

2万人以上5万人未満

5万人以上10万人未満

10万人以上30万人未満

30万人以上70万人未満

70万人以上150万人未満

150 万人以上

妊娠・出産包括

支援事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、並びに報

償費、共済費、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

印刷製本費、光

熱水費及ぴ賄材

料費)、役務費

(通信運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃借料、備品購

入費、修繕費、

負担金、補助及

び交付金、扶助

費

単価(円)

170,900

264,700

508,300

1,054,900

1,360,000

2,019,400

2,781,600

2分の1

②多胎妊産婦等支援

①多胎ピアサポート事業

1都道府県又は市町村当たり

208,200円 X実施月数

②多胎妊産婦等サポーター等事業

1都道府県又は市町村当たり

次の表の人口区分当たりの単価

X実施月数とする。

人口区分(人)

2万人末満

2万人以上5万人未満

5万人以上10万人未満

10万人以上30万人未満

30万人以上70万人未満

70 万人以上 150 万人未満

150 万人以上

単価(円)

169,400

233,700

426,800

469,700

491,100

684,200

791,400



(3)妊産婦等への育児用品等支援

1,700円X実施件数

※多胎及び同一年度内に2回妊
娠した妊婦の場合は、こどもの

数に応じて支払う。

新

④出産や子育てに悩む父親支援

①運営費及び研修費

1市町村当たり

巧4,800円 X実施月数

②ビアサポート事業

1市町村当たり

59,000円X実施月数

2 妊娠・出産包括支援緊急整備事業

※本事業のみの実施も可能とする。

・産前・産後サポート事業の実施場

所の修繕

1施設当たり 3,240,000円

・産後ケア事業の実施場所の修繕

1施設当たり 7,560,000円

3 こども家庭センター(旧子育て世
代包括支援センター機能部分)開設

準備事業

1市町村当たり 3,791,000円

0都道府県事業

・妊娠・出産包括支援推進事業

1都道府県当たり 1,381,400円

産婦健康

診査事業

産後ケア事業を、市町村の共伺で

実施することを推進する場合の

加算

1都道府県あたり 338,000円

(3)妊産婦等への育児用品等支援

1,700円X実施件数

※多胎及び同一年度内に2回妊

娠した妊婦の場合は、こどもの

数に応じて支払う。

5,000円X実施回数

(対象者1人につき 2回を限度とす
る。)

(4)出産や子育てに悩む父親支援

①運営費及ぴ研修費

1市町村当たり

154,800円 X実施月数

②ピアサポート事業

1市町村当たり

59,000円X実施月数

2 妊娠・出産包括支援緊急整備事業

※本事業のみの実施も可能とする。

・産前・産後サポート事業の実施場

所の修繕

1施設当たり 3,240,000円

・産後ケア事業の実施場所の修繕

1施設当たり 7,560,000円

産婦健康診査事

業に必要な委託

料、負担金、補

助及び交付金、

扶助費

3 こども家庭センター(旧子育て世

代包括支援センター機能部分)開設

準備事業

1市町村当たり 3,791,000円

2分の1

0都道府県事業

・妊娠・出産包括支援推進事業

1都道府県当たり 1,381,400円

産婦健康

診査事業

産後ケア事業を、市町村の共同で

実施することを推進する場合の

加算

1都道府県あたり 338,000円

5,000円X実施回数

(対象者1人につき 2回を限度とす

る。)

産婦健康診査事

業に必要な委託

料、負担金、補

助及び交付金、

扶助費

2分の1



新生児聴

覚検査体

制整備事

業

新

新生児聴覚検査体制整備事業

1都道府県当たり 2,373,400円

1

2 新生児聴覚検査管理等事業

1都道府県当たり 10,000,000円

3 聴覚検査機器購入支援事業

3,600,000円 X医療機関数

予防のた

めのこど

もの死亡

検証体制

整備モデ

ノレ事業

新生児聴覚検査

体制整備事業に

必要な報酬、報

償費、旅費、需

用費(消耗品費、

食糧費、印刷製

本費)、役務費

(通信運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及ぴ

賃借料、備品購

入費、負担金、

補助及び交付金

1都道府県当たり 13,156,620円

2分の1

予防のためのこ

どもの死亡検証

体制整備モデル

事業に必要な報

酬、給料及び職

員手当等(ただ

し会計年度任用

職員へ支給され

るものに限る)、

報償費、共済費、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

費、保管料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費

新生児聴

覚検査体

制整備事

業

多胎妊娠

の妊婦健

康診査支

援事業

旧

新生児聴覚検査体制整備事業

1都道府県当たり 2,373,400円

1

1市町村当たり

多胎妊婦一人につき 5,000円X5回

邵艮度)

10分の 10

2 新生児聴覚検査管理等事業

1都道府県当たり 10,000,000円

3 聴覚検査機器購入支援事業

3,600,000円X医療機関数

予防のた

めのこど

もの死亡

検証体制

整備モデ

ル事業

新生児聴覚検査

体制整備事業に

必要な報酬、報

償費、旅費、

用費(消耗品費、

食糧費、印刷製

本費)、役務費

(通信運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃借料、備品購

入費、負担金、

補助及び交付金

多胎妊娠の妊婦

健康診査支援事

業に必要な委託

料、負担金、補

助及び交付金、

扶助費

1都道府県当たり 13,156,620円

2分の1

2分の1

予防のためのこ

どもの死亡検証

体制整備モデル

事業に必要な報

酬、給料及び職

員手当等(ただ

し会計年度任用

職員へ支給され

るものに限る)、

報償費、共済費、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

費、保管料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費

多胎妊娠

の妊婦健

康診査支

援事業

1市町村当たり

多胎妊婦一人につき 5,000円X5回

(限度)

10分の 10

多胎妊娠の妊婦

健康診査支援事

業に必要な委託

料、負担金、補

助及び交付金、

扶助費

2分の1



被災した

妊産婦・乳

幼児の相

談等の母

子保健支

援事業

1 令和2年7月豪雨

①相談支援等事業

595,140円X実施月数

(被災した妊産婦・乳幼児を主

とした相談支援ではなく、

般的な相談支援の中で対応し

ている場合は、被災したことに

よる相談に要する費用に限る)

②保健師等に対する研修の実施
(県)

982,240円

(指定都市、中核市)

491,120円

被災した妊産

婦・乳幼児の相

談等の母子保健

支援事業に必要

な報酬、給料及

ぴ職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、共済費、

報償、旅費、

需用費(消耗品

費、食糧費、

刷製本)、役務

費(通イ=運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃借料、備品購

入費

被災した妊産

婦・乳幼児の相

談等の母子保健

支援事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、共済費、

報償費、旅費、

需用費(消耗品

費、食糧、印

刷製本贄)、役務

費(通イロ運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃借料、備品購

入費

2分の1

2 令和6年能登半島地震

①相談支援等事業

595,140円 X実施月数

(被災した妊産婦・乳幼児を主

とした相談支援ではなく、一般

的な相談支援の中で対応して

いる場合は、被災したことによ

る相談に要tる費用に限る)

②保健師等に対する研修の実施
(県)

982,240円

(指定都市、中核市)

491,120円

被災した

妊産婦・乳

幼児の相

談等の母

子保健支

援事業

被災した妊産

・乳幼児の相

談等の母子保健

支援事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、共済費、

報償費、旅費、

需用費(消耗品

費、食糧費、

刷製本)、役務

費(通信運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃借料、備品購

入費

1 令和2年7月豪雨

③相談支援等事業

595,140円X実施月数

(被災した妊産婦・乳幼児を主

とした相戒支援ではなく、

般的な相談支援の中で対応し

ている場合は、被災したことに

よる相談に要する費用に限る)

④保健師等に対する研修の実施

(県)

982,240円

(指定都市、中核市)

491,120円

4分の3

被災した妊産

婦・乳幼児の相

戒等の母子保健

支援事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、共済費、

報償費、旅費、

需用費 W肖耗品

費、食糧費、

刷製本費)、役務

費(通信運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃借料、備品購

入費

4分の3

2分の1

2 令和6年能登半島地震

①相談支援等事業

595,140円 X実施月数

(被災した妊産婦・乳幼児を主

とした相談支援ではなく、般

的な相談支援の中で対応して

いる場合は、被災したことによ

る相談に要する費用に限る)

②保健師等に対する研修の実施

(県)

982,240円

(指定都市、中核市)

491,120円



母子保健

対策強化

事業

0市町村事業

(1)母子保健に関するデジタノレ化・

オンライン化等体制強化事業

1市町村当たり 6,043,000円

0都道府県・指定都市事業

(2)母子保健に関する都道府県広域
支援強化事業

1 母子保健事業等推進体制整備事

業

1都道府県当たり 2,373,000円

Ⅱ及びⅢ

各種健診等管理等事業

先天性代謝異常等検査に係る

外部精度管理支援事業

1都道府県(指定都市)当たり

10,000,000円

母子保健対策強

化事業(市町村

事業)に必要な

報酬、報償費、旅

費、需用費 W肖

耗品費、燃料費、

食糧費、印刷製

本費、光熱水

料)、役務費(通

信運搬費、広告

料、手数料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費、負担金、

補助及び交付

金、扶助費

2分の1

2分の1

低所得の

妊婦に対

する初回

産科受診

料支援事

業

母子保健

対策強化

事業

母子保健対策強

化事業(都道府

県事業)に必要

な報酬、報償費、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

費、広告料)、委

託料、使用料及

ぴ賃借料、備品

購入費、負担金、

補助及び交付金

10,000円X助成件数

0市町村事業

(1)母子保健に関するデジタノレ化・

オンライン化等体制強化事業

1市町村当たり 6,043,000円

0都道府県・指定都市事業

(2)母子保健に関する都道府県広域

支援強化事業

1 母子保健事業等推進体制整備事

業

低所得の妊婦に

対する初回産科

受診料支援事業

に必要な委託

料、負扣金、

助及び交付金、

扶助費

1都道府県当たり 2,373,000円

Ⅱ及びⅢ

各種健診等管理等事業

先天性代謝異常等検査に係る

外部精度管理支援事業

1都道府県(指定都市)当たり
10,000,000円

母子保健対策強

化事業(市町村

事業)に必要な

報酬、報償費、旅

費、需用費(消

耗品費、燃料費、

食糧費、印刷製

本費、光熱水

料)、役務費(通

信運搬費、広告

料、手数料)、委

託料、使用料及

ぴ賃借料、備品

購入費、負担金、

補助及び交付

金、扶助費

2分の1

2分の1

2分の1

低所得の

妊婦に対

する初回

産科受診

料支援事

業

母子保健対策強

化事業(都道府

県事業)に必要

な報酬、報償費、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

費、広告料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費、負担金、

補助及び交付金

10,000円X助成件数 低所得の妊婦に

対する初回産科

受診料支援事業

に必要な委託

料、負担金、補

助及び交付金、

扶助費

2分の1



妊婦訪問

支援事業

①活動費 9,550円X訪問回数

② 民間へ委託する場合の事業費

1事業者あたり年額564,000

円

新

妊婦訪問支援事

業に必要な報

酬、給料及び職

員手当等(ただ

し会計年度任用

職員へ支給され

るものに限る)、

報償費、共済費、

旅費、需用費(消

耗品費、燃料費、

印刷製本及び

光熱水費)、役務

費(通信運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及び

賃佶料、備品購

入費、負担金、

補助及び交付金

特別な配

慮が必要

な児に対

する乳幼

児健康診

査のかか

り増し経

費支援事

業

(個別健診・集団健診) 1件あたり

30,000円

2分の1 妊婦訪問

支援事業

特別な配慮が必

要な児に対する

乳幼児健康診査

のかかり増し経

費支援事業に必

要な報酬、給料

及び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、報償費、

共済費、謝金、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

会議費、印刷製

本費、光熱水

費)、役務費(通

信運搬費、手数

料)、委託料、備

品購入費、使用

料及び賃借料、

扶助費、負担金、

補助金及び交付

金

①活動費 9,郭0円X訪問回数

② 民問へ委託する場合の事業費

1事業者あたり年額564,000

円

2分の1

旧

妊婦訪問支援事

業に必要な報

酬、給料及び職

員手当等(ただ

し会計年度任用

職員へ支給され
るものに限る)、

報償費、共済費、

旅費、需用費(消

耗品費、燃料費、

印刷製本費及び

光熱水費)、役務

費(通イロ運搬費、

広告料)、委託

料、使用料及ぴ

賃借料、備品購

入費、負担金、

補助及び交付金

特別な配

慮が必要

な児に対

する乳幼

児健康診

査のかか

り増し経

費支援事

業

(個別健診・集団健診) 1件あたり

30,000円

2分の1

特別な配慮が必

要な児に対する

乳幼児健康診査

のかかり増し経

費支援事業に必

要な報酬、給料

及ぴ職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、報償費、

共済費、謝金、

旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、

会議費、印刷製

本費、光熱水

費)、役務費(通

イロ運搬費、手数

料)、委託料、備

品購入費、使用

料及ぴ賃佶料、

扶助費、負担金、

補助金及び交付

金

2分の1



妊産婦の

メンタル

ノ＼ノレス 1こ

関するネ

ツトワー

ク構築事

業

1都道府県当たり

1,317,000円 X実施月数

間接補助

事業

妊産婦のメンタ

ノレヘノレスに関す

るネットワーク

構築事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、報償費、

共済費、旅費、

需用費(消耗品

費、食糧費及び

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

費、広告料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費

妊婦に対

する遠方

の分娩取

扱施設へ

の交通費

及び宿泊

費支援事

業

①

2分の1

通費(往復分)

妊婦1人につき、タクシーによ

り移動した場合は実費額に

0.8 を乗じて得た額、その

他の移動手段により移動した

場合は市町村の旅費規程に準

じて算出した額(実費額を上限

とする。)に0.8 を乗じて得た

額

別紙様式第1

②

妊産婦の

メンタノレ

ノ＼ノレス 1こ

関するネ

ツトワ

ク構築事

業

宿泊費

妊婦1人にっき、実費額(市町

村の旅費規程に準じて算出した
額を上限とする。)から、 1泊当

たり 2,000円を控除した額

妊婦に対する遠

方の分娩取扱施

設への交通費及

び宿泊費支援事

業に必要な委託

料、負担金、補

助及び交付金、

扶助費

1都道府県当たり

1,317,000円 X実施月数

i■、^ 別紙様式第2 (略)

3分の2

(略)

間接補助

事業

妊産婦のメンタ

ルヘノレスに関す

るネットワーク

構築事業に必要

な報酬、給料及

び職員手当等

(ただし会計年

度任用職員へ支

給されるものに

限る)、報償費、

共済費、旅費、

需用費(消耗品

費、食糧費及び

印刷製本費)、役

務費(通信運搬

費、広告料)、委

託料、使用料及

び賃借料、備品

購入費

妊婦に対

する遠方

の分娩取

扱施設へ

の交通費

及び宿泊

費支援事

業

①

2分の1

交通費(往復分)

妊婦1人につき、タクシーによ

り移動した場合は実費額に

0.8 を乗じて得た額、その

他の移動手段により移動した

場合は市町村の旅費規程に準

じて算出した額(実費額を上限

とする。)に0.8 を乗じて得た

額

別紙様式第1

② 宿泊費

妊婦1人につき、実費額(市町

村の旅費規程に準じて算出した

額を上限とする。)から、 1泊当

たり 2,000円を控除した額

妊婦に対する遠

方の分娩取扱施

設への交通費及

び宿泊費支援事

業に必要な委託

料、負扣金、補

助及び交付金、

扶助費

ー、〕 別紙様式第2

3分の2
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別添(様式1

別添(様式1-2)

不育症検査費用助成事業

1)

実施

①

(略)

別紙様式第3 (変更申請)

実施検査名

②

様式1(県間接)

検査費用

③

7割相当額

④(③ X O.フ)

別添(様式1-1)

合計 円

注1)「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

6主2)「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

る。)を算出する。

基準額

⑤

別添(様式1-2)

不育症検査費用助成事業(流死産検体を用いた遺伝子検査)

様式1(県間接)

実施

①

(略)

(略)

実施検査名

②

●.^ 別紙様式第3 (変更申請)
.^

検査費用

③

(略)

7割相当額

4 ( 3 × 0.フ)

合計 円

注1)「検査費用3」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

(注2)「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

る。)を算出する。

基準額

⑤

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

3
 
4

1
 
2

5
6
7
8
9
^
^
^
^
^
^
^
^
^
^
^

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
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別添(様式2 1)

別添(様式2 -2)

不育症検査費用助成事業

実施

件数

①

(略)

"^

実施検査名

②

検査費用

③

7割相当額

④(③X O.フ)

別添(様式2-1)

合計 円

(注1)「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

(注2)「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

る。)を算出する。

別添(様式2 -2)

基準額

⑤

不育症検査費用助成事業(流死産検体を用いた遺伝子検査)

実施

件数

①

様式2 (県間接)

(略)

(略)

実施検査名

②

●■、] 別紙様式第4 (実績)

円

別紙様式第4 (実績)

検査費用

③

(略)

7割相当額

④(③X O.フ)

合計 円

6主1)「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

6主2)「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

る。)を算出する。

基準額

⑤

様式2 (県間接)

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
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円
円
円
円
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円
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円
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円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

1
2
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5
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1
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別添(様式3 1)

別添(様式3

不育症検査費用助成事業

実施

①

2)

(略)

i'、^

実施検査名

②

別紙様式第5 (仕入控除)

検査費用

③

7割相当額

④(③ X O.フ)

別添(様式3-1)

合計 円

6主1)「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

(注2)「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

る。)を算出する。

基準額

⑤

別添(様式3 -2)

不育症検査費用助成事業(流死産検体を用いた遺伝子検査)

様式3 (県間接)

実施

①

(略)

基準額

⑤

実施検査名

②

ー'^ (略)別紙様式第5 (仕入控除) 様式3 (県間接)

検査費用

③

(略)

7割相当額

④(③ X O.フ)

合計 円

(注1)「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を.己載すること。

(注2)「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

る。)を算出する。
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4
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【改正後全文】

各

都道府県知事

保健所設置市市長

特別区区長

一部改正

成母第 34
^

、^

令和 5年6月30

成母第 14
^

、^

令和 6年1月17日

こ成母第 198

令和6年6月5

成母第 113こ

令和 7年2月14

成母第 651
^

、^

令和 7年5月13

成母第Ⅱ20
^

、^

令和 7年6月24日

殿

標記の国庫補助金の交付については、呂1絲氏「母子保健衛生費国庫補助金交付要綱」

(以下「交付要綱」という。)により行うこととされ、令和5年4月1日から適用す

ることとされたので通知する。なお、平成26年5月30日厚生労働省発雇児0530第3

号「母子保健衛生費の国庫補助については廃止する。

各都道府県知事におかれては、貴管内市町村長(保健所設置市市長、特別区区長を

除く。)に対する周知につき配慮願いたい。

母子保健衛生費の国庫補助について

こども

(公

永庭

印省

庁長官

略)

号
日
号

号
日
号
日
号
日
号



別紙

(通則)

1 母子保健衛生費国庫補助金については、予算の範囲内において交付するものとし、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和 30年法律第 179 号。以下

「適正化法」という。)、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令

(昭和 30年政令第 255 号。以下「適正化法施行令」という。)及びこども家庭庁

の所管に属する補助金等交付規則(令和5年内閣府令第41号)の規定によるほか、

この交付要綱の定めるところによる。

母子保健衛生費国庫補助金交付要綱

(交付の目的)

2 この補助金は、次世代育成支援対策の推進等に必要な総合的施策として、母性並

びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進を図るため、母性並びに乳児及び幼児に対

する保健指導、健康診査、医療その他の措置を講じ、もって国民保健の向上を図る

ことを交付の目的とする。

(交付の対象)

3 この補助金は、「母子保健医療対策総合支援事業の実施について」(令和5年6

月30日こ成母第36号こども家庭庁成育局長通知)及び「妊婦に対する遠方の分娩

取扱施設への交通費及び宿泊費支援事業の実施について」(令和6年4月1日こ成

母第90号・医政発0401第3号こども家庭庁成育局長、厚生労働省医政局長連名通

知)に基づき実施する次の事業を交付の対象とする。

(1)都道府県及び指定都市が行うこどもの心の診療ネットワーク事業

(2)都道府県、指定都市及び中核市(以下「都道府県等」という。)が行う性と健

康の相談センター事業のうち「母子保健医療対策総合支援事業の実施につい

て」(令和5年6月30日こ成母第36号こども家庭庁成育局長通知)の別添2

の 3 (12)(13)を除く事業

(3)都道府県等が行う不育症検査費用助成事業

(4)都道府県、市町村(特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。)

が行う妊娠・出産包括支援事業

(5)市町村が行う産婦健康診査事業

(6)都道府県が行う新生児聴覚検査体制整備事業

(フ)都道府県が行う予防のためのこどもの死亡検証体制整備モデル事業

(8)市町村が行う多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業

(9)令和2年7月豪雨及び令和6年能登半島地震により被害を受けた都道府県及び

左記都道府県内の市町村が行う被災した妊産婦・乳幼児の相談等の母子保健支

援事業

(1の都道府県、市町村が行う母子保健対策強化事業

(1D 市町村が行う低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業



(12)市町村が行う妊婦訪問支援事業

(13)市町村が行う妊婦に対する遠方の分娩取扱施設への交通費及び宿泊費支援事業

に対して、都道府県が補助する事業(間接補助事業)

(14)市町村が行う特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査のかかり増し経費

支援事業

(15)都道府県が行う妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業

(交付額の算定方法)

4 との補助金の交付額は、次により算出された額の合計額とする。

ただし、算出された合計額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

るものとする。

(1) 3のうち市町村が行う(4)及び都道府県が行う(13)を除く事業(直接補助

事業)

①別表の第2欄に定める種目ごとに、第3欄に定める基準額と、第4欄に定める

対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から診療収入額及

び寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。

②①により選定されたそれぞれの額に第5欄に定める補助率を乗じて得た額を算

出する。

(2) 3のうち市町村が行う(4)の事業(直接補助事業)

①(4)の事業のうち産前・産後サポート事業を実施する場合は、別表の第3欄

1に定める基準額の合計額と、第4欄に定める対象経費の実支出額とを比較し

て少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較

して少ない方の額を選定する。

(4)の事業のうち妊娠・出産包括支援緊急整備事業を実施する場合は、別表

の第3欄2に定める基準額と、第4欄に定める対象経費の実支出額とを比較し

て少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較

して少ない方の額を選定する。

(4)の事業のうちこども家庭センター(旧子育て世代包括支援センター機能

部分)開設準備事業を実施する場合は、別表の第3欄3に定める基準額と、第

4欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から

寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。

②①により選定された額に第5欄に定める補助率を乗じて得た額の合計額を算出

する。

(3) 3のうち都道府県が行う(13)の事業(間接補助事業)

①市町村ごとに、交通費及び宿泊費それぞれについて、別表の第3欄に定め

る基準額と、第4欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、

総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を

選定する。

②①により選定された額の合計額に4分の3を乗じた額と都道府県が補助

した額を比較して少ない方の額に第5欄に定める補助率を乗じて得た額を算



出する。

(交付の条件)

5 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

(1)事業内容の変更(軽微な変更を除く。)をする場合には、こども家庭庁長官の

承認を受けなければならない。

(2)事業を中止し、又は廃止する場合には、こども家庭庁長官の承認を受けなけれ

ばならない。

(3)事業が予定の期問内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかにこども家庭庁長官に報告してその指示を受けなけれぱならない。

(4)事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上の機械、器具及びそ

の他の財産にっいては、適正化法施行令第 H 条第1項第2号によりこども家

庭庁長官が別に定める期間を経過するまで、こども家庭庁長官の承認を受けな

いで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けし、

担保に供し、又は廃棄してはならない。

(5)こども家庭庁長官の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

(6)事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らな

ければならない。

(フ)この補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした卿絲氏様式第1に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整

理し、かっ調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日(事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合にはその承認を受けた田の属する年度の終了後5年間保管

しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した

財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、

又は適正化法施行令第 14 条第1項第2号の規定によりこども家庭庁長官が別

に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければなら

なし＼

(8)補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合(仕入控除税額が0円の場合

を含む。)は、兄1絲氏様式第5により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属す

る年度の翌々年度6月30日までにこども家庭庁長官に報告しなければならな

し、

なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控

除税額を国庫に返還しなければならない。

(9)都道府県は、国からの概算払により間接補助金に係る補助金の交付を受けた場

合には、当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく市町村に交付しな

けれぱならない。

(10)都道府県は、間接補助金を市町村に交付する場合には、以下に掲げる条件を付



さなければならない。

(1)から(3)まで、(フ)及び(8)に掲げる条件。

ただし、(1)から(3)まで及び(8)中「こども家庭庁長官」とある

のは「都道府県知事と、(8)中「国庫」とあるのは「都道府県」と、

(フ)及び(8)中「補助金」とあるのは「間接補助金」と読み替えるも

のとし、(フ)のただし以降の記載は削除するものとする。

(1D 間接補助事業者から間接補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を国庫

に納付させることがある。

(申請手続)

6 この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。

(1)適正化法第 26 条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を都道

府県が行う場合

市町村長(保健所設置市市長、特別区区長を除く。以下同じ。)は、男1俳氏様式

第2による申請書を都道府県知事が別に定める日までに都道府県知事に提出

し、都道府県知事は、前記の申請書を受理したときは、必要な審査を行い、適

正と認めたときはこれをとりまとめのうえ毎年度7月末日までにこども家庭

庁長官に提出するものとする。

(2)(1)以外で都道府県、保健所設置市及び特別区がこの補助金の交付を受ける

ちガ西

都道府県知事、保健所設置市及び特別区の長は、別紙様式第2による申請書を

毎年度7月末日までにこども家庭庁長官に提出するものとする。

(変更申請手続)

7 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請

等を行う場合には、別紙様式第3による変更交付申請書を6に定める申請手続の例

により、毎年度1月末日までに行うものとする。

なお、当初申請時の提出書類と比較して、申請額の増減又は事業の新設・中止等の

変更がないものについては、提出を要しない。

(交付決定の通知)

8 都道府県知事は、 3のうち市町村が行う(4)、(5)、(8)、(9)、(1の 、

(11)及び(12)の事業についてこども家庭庁長官の交付の決定(決定の変更を含

む。)があったときには、市町村長に対し、月1絲氏様式第2-2又は号1蜂氏様式第3-

2により速やかに交付決定内容及びこれに付された条件の通知を行うものとする。

(交付決定を行うまでの標準的期間)

9 こども家庭庁長官は、 6又は7による申請書が到達した日から起算して原則とし

て50日以内に交付の決定(決定の変更を含む。)を行うものとする。



(概算払)

10 こども家庭庁長官は、この補助金について必要があると認める場合においては、

国の支払計画承認額の範囲内において、概算払をすることができる。

(実績報告)

Ⅱこの補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。

(1)適正化法第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を都道府

県が行う場合

市町村長は、呂1俳氏様式第4による報告書を都道府県知事が別に定める日までに

都道府県知事に提出し、都道府県知事は、前記の報告書を受理したときは、必

要な審査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめのうえ、翌年度4月10

日まで(5の(2)により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承

認通知書を受理した日から起算して1か月を経過した日)にこども家庭庁長官

に提出しなければならない。

2)(1)以外で都道府県、保健所設置市及び特別区が補助金の交付を受けた場合

都道府県知事、保健所設置市及び特別区の長は、月1採氏様式第4による報告書を

翌年度4月10日まで(5の(2)により事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、当該承認通知書を受理した日から起算して1か月を経過した田に

こども家庭庁長官に提出しなければならない。

(国庫補助金の額の確定の通知)

12 都道府県知事は、 3 のうち市町村が行う(4)、(5)、(8)、(9)、(1の、

(1D及び(12)の事業についてこども家庭庁長官の交付額の確定があったときは、

市町村長に対し、男1絲氏様式第4-2により、速やかに確定の通知を行うものとする。

(補助金の返還)

13 こども家庭庁長官は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分につい

て国庫に返還することを命ずる。

(その他)

14 特別の事情により、 4、 6、 7及びH に定める算定方法、手続きによることがで

きない場合には、あらかじめこども家庭庁長官の承認を受けてその定めるところに

よるものとする。



別表

1 区分

直接補助

事業

2 種目

こどもの

心、の診療

ネットワ

ーク事業

1都道府県(指定都市)当たり

1,525,000円 X実施月数

3 基準額

性と健康

の相談セ

ンター事

業

4

こどもの心の診療ネッ 2分の1

トワーク事業に必要な

報酬、給料及び職員手

当等(ただし会計年度

任用職員へ支給される

ものに限る)並びに報

償費、共済費、旅費、

需用費(消耗品費、食

糧費及び印刷製本費)、

役務費(通信運搬費、

広告料)、委託料、使

用料及び賃借料、備品

購入費

次により算出された額の合計額

対象経費

1 基本分補助単価

876,000円X実施月数

2 加算分補助単価

(1)夜間・休日対応加算

61,000円X実施月数
※ただし、妊娠に悩む者に対する専

任の相談員を配置し、開設時問が

週40時問を超える時問は、当該如
時間を超える時間を14時間で除し

た数(小数点以下四捨玉入)を実

施月数に乗ずることができる。

5 補助率

(2)特定妊婦等に対する産科婦人科受診等

支援加算

【直営の場合】

①運営費

172,000円X実施月数

②初回産科受診料等支援

10,000円X助成件数

③交通費支援

2,000円X助成件数

性と健康の相談センタ 2分の1

一事業に必要な報酬、

給料及び職員手当等

(ただし会計年度任用

職員へ支給されるもの

に限る)、報償費、共

済費、旅費、需用費 W肖

耗品費、食糧費、印刷

製本費)、役務費(通

信運搬費、広告料)、

委託料、使用料及び賃

借料、備品購入費、負

担金、補助及び交付金、

扶助費

【委託の場合】(1団体当たり)
①運営費

343,200円 X実施月数

②初回産科受診料等支援

10,000円X助成件数

③交通費支援

2,000円X助成件数

(3)若年妊婦等に対する支援体制強化加算

【直営の場合】

①運営費

186,500円X実施月数



SNS等運用加算

10,8認,000円(年額)

緊急一時的な居場所の確保加算

16,100円 X宿泊日数

委託の場合】(1団体当たり)

①運営費
402,600円 X実施月数

②夜間・休日対応加算

61,000円 X実施月数

③ SNS等運用加算

10,888,000円(年額)

④緊急一時的な居場所の確保加算

16,100円 X宿泊日数

(4)出生前遺伝学的検査加算

①運営費

151,700円 X実施月数

②研修費

28,700円 X実施月数

(5) HTLV-1母子感染対策加算

1都道府県あたり 1,695,000円

(田不妊症・不育症等ネットワーク支援加

算

① 不妊症・不育症等ネットワーク支援

695,000円 X実施月数
ピア・サポート活動等への支援

209,000円X実施月数
②

(フ)基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬

に関する相談支援加算

フ,700円(実際の相談費用の7割相当
額を上限とする。) X相談件数

不育症検 1

査費用助

成事業

検査費用助成

流死産検体を用いた遺伝子検査(次世

代シーケンサーを用いた流死産鉞毛・

胎児組織染色体検査)(令和4年12月

1日厚生労働省告示第 340 号)、抗ネ

オセルフ屍グリコプロテイン1複合体

抗体検査(令和7年5月30日厚生労働

省告示第 167号)

検査費用の7割相当額(千円未満の端数

が生じた場合には、これを切り捨てるも

のとし、印,000円を上限とする。) X

実施件数

2

不育症検査費用助成事 2分の1

業に必要な報酬、給料

及び職員手当等(ただ

し会計年度任用職員へ

支給されるものに限

る)並びに報償費、共

済費、旅費、需用費(消

耗品費、食糧費及び印

刷製本費)、役務費(通

信運搬費、広告料)、

委託料、使用料及び賃

借料、備品購入費、負

担金、補助及び交付金、

扶助費広報啓発費用(事務費)

1 自治体当たり 2,937,000円

②
③



妊娠・出産

包括支援

事業

0市町村事業(ただし、 1 ②多胎妊産婦

等支援事業については都道府県及び市町村

事業)

1 産前・産後サポート事業

①相談支援等

1市町村当たり、次の表の人口区

分当たりの単価X実施月数とする。

単価(円)人口区分(人)

2万人未満 170,900

2万人以上5万人未満 264,700

5万人以上10万人未満 508,300

10万人以上30万人未満 1,054,900

30万人以上70万人未満 1,360,000

70万人以上 150万人未満 2,019,400

150万人以上 2,781,600

妊娠・出産包括支援事

業に必要な報酬、給料

及び職員手当等(ただ

し会計年度任用職員へ

支給されるものに限

る)、並びに報償費、

共済費、旅費、需用費

(消耗品費、食糧費、

印刷製本費、光熱水費

及び賄材料費)、役務

費(通信運搬費、広告

料)、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入

費、修繕費、負担金、

補助及び交付金、扶助

費

②多胎妊産婦等支援

①多胎ヒアサポート事業

1都道府県又は市町村当たり

208,200円X実施月数

②多胎妊産婦等サポーター等事業

1都道府県又は市町村当たり、次の

表の人口区分当たりの単価X実施

月数とする。

2分の1

人口区分(人)

2万人未満

2万人以上5万人未満

5万人以上10万人未満

10万人以上30万人未満

30万人以上70万人未満

70万人以上 150万人未満

150万人以上

単価(円)

169,400

233,700

426,800

469,700

491,100

684,200

791,400

(3)妊産婦等への育児用品等支援

1,700円X実施件数

※多胎及び同一年度内に2回妊娠

した妊婦の場合は、こどもの数に応

じて支払う。

④出産や子育てに悩む父親支援

①運営費及び研修費

1市町村当たり

154,800円 X実施月数

②ビアサポート事業

1市町村当たり

弱,000円X実施月数



2 妊娠・出産包括支援緊急整備事業

※本事業のみの実施も可能とする。

・産前・産後サポート事業の実施場所の修

繕

1施設当たり 3,240,000円

・産後ケア事業の実施場所の修繕

1施設当たり 7,560,000円

3 こども家庭センター(旧子育て世代包括

支援センター機能部分)開設準備事業

1市町村当たり 3,791,000円

0都道府県事業

・妊娠・出産包括支援推進事業

1都道府県当たり 1,381,400円

産後ケア事業を、市町村の共同で実施

することを推進する場合の加算

1都道府県あたり 338,000円

産婦健康

診査事業

5,000円X実施回数

(対象者1人につき 2回を限度とする。)

新生児聴 1

覚検査体

制整備事

業

新生児聴覚検査体制整備事業

1都道府県当たり 2,373,400円

2 新生児聴覚検査管理等事業

1都道府県当たり 10,000,000円

3

産婦健康診査事業に必 2分の1

要な委託料、負担金、

補助及び交付金、扶助

費

聴覚検査機器購入支援事業

3,印0,000円 X医療機関数

予防のた 1都道府県当たり 13,156,620円

めのこど

もの死亡

検証体制

整備モデ

ノレ事業

新生児聴覚検査体制整 2分の1

備事業に必要な報酬、

報償費、旅費、需用費

(消耗品費、食糧費、

印刷製本費)、役務費

(通信運搬費、広告

料)、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入

費、負担金、補助及び

交付金

予防のためのこどもの 10分の 10

死亡検証体制整備モデ

ノレ事業に必要な報酬、

給料及び職員手当等

(ただし会計年度任用

職員へ支給されるもの

に限る)、報償費、共

済費、旅費、需用費(消

耗品費、食糧費、印刷



多胎妊娠

の妊婦健

康診査支

援事業

1市町村当たり

多胎妊婦一人につき 5,000円X 5回印艮度)

製本費)、役務費(通

信運搬費、保管料)、

委託料、使用料及び賃

借料、備品購入費

被災した 1

妊産婦・乳

幼児の相

談等の母

子保健支

援事業

令和2年7月豪雨

①相談支援等事業

595,140円X実施月数

(被災した妊産婦・乳幼児を主とした

相談支援ではなく、一般的な相談支援

の中で対応している場合は、被災した

ことによる相談に要する費用に限る)

多胎妊娠の妊婦健康診 2分の1

査支援事業に必要な委

託料、負担金、補助及

び交付金、扶助費

②保健師等に対する研修の実施

(県)

982,240円

(指定都市、中核市)

491,120円

被災した妊産婦・乳幼 2分の1

児の相談等の母子保健

支援事業に必要な報

酬、給料及び職員手当

等(ただし会計年度任

用職員へ支給される

ものに限る)、共済費、

報償費、旅費、需用費

(消耗品費、食糧費、

印刷製本費)、役務費

(通信運搬費、広告

料)、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入

費

2 令和6年能登半島地震

①相談支援等事業

595,140円X実施月数

(被災した妊産婦・乳幼児を主とした

相談支援ではなく、一般的な相談支援

の中で対応している場合は、被災した

ことによる相談に要する費用に限る)

② 保健師等に対する研修の実施

(県)

982,240円

(指定都市、中核市)

491,120円

被災した妊産婦・乳幼 4分の3

児の相談等の母子保健

支援事業に必要な報

酬、給料及び職員手当

等(ただし会計年度任

用職員へ支給される

ものに限る)、共済費、

報償費、旅費、需用費

(消耗品費、食糧費、

印刷製本費)、役務費

(通信運搬費、広告

料)、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入

費



母子保健

対策強化

事業

0市町村事業

(1)母子保健に関するデジタノレ化・オンラ

イン化等体制強化事業
1市町村当たり 6,043,000円

0都道府県・指定都市事業

②母子保健に関する都道府県広域支援強

化事業
1 母子保健事業等推進体制整備事業

1都道府県当たり 2,373,000円

母子保健対策強化事業 2分の1

(市町村事業)に必要

な報酬、報償費、旅費、

需用費(消耗品費、 、、

料費、食糧費、印刷製

本費、光熱水料)、'

務費(通信運搬費、

告料、手数料)、委託

料、使用料及び賃借料、

備品購入費、負担金、

補助及び交付金、扶助

費

Ⅱ及びⅢ

各種健診等管理等事業

先天性代謝異常等検査に係る外部

精度管理支援事業

1都道府県(指定都市)当たり
10,000,000円

低所得の 10,000円X助成件数
妊婦に対

る初回

産科受診

料支援事

業

母子保健対策強化事業

(都道府県事業)に必

要な報酬、報償費、旅

費、需用費 W肖耗品費、

食糧費、印刷製本費)、

役務費(通信運搬費、

広告料)、委託料、使

用料及び賃借料、備品

購入費、負担金、補助

及び交付金

妊婦訪問

支援事業

①活動費 9,弱0円X訪問回数

②民間へ委託する場合の事業費
1事業者あたり年額564,000円

低所得の妊婦に対する 2分の1

初回産科受診料支援事

業に必要な委託料、

担金、補助及び交付金、

扶助費

妊婦訪問支援事業に必 2分の1

要な報酬、給料及び職

員手当等(ただし会計

年度任用職員へ支給さ

れるものに限る)、報

償費、共済費、旅費、

需用費(消耗品費、燃

料費、印刷製本費及び

光熱水費)、役務費(通

信運搬費、広告料)、

委託料、使用料及び賃

借料、備品購入費、負

担金、補助及び交付金



特別な配

慮が必要

な児に対

する乳幼

児健康診

査のかか

り増し経

費支援事
業

(個別健診・集団健診) 1件あたり

30,000円

妊産婦の

メンタノレ

ノ＼ノレス 1こ

関するネ

ツトワ

ク構築事

業

特別な配慮が必要な児 2分の1

に対する乳幼児健康診

査のかかり増し経費支

援事業に必要な報酬、

給料及び職員手当等

(ただし会計年度任用

職員へ支給されるもの

に限る)、報償費、共

済費、謝金、旅費、需

用費 W肖耗品費、食糧

費、会議費、印刷製本

費、光熱水費)、役務

費(通信運搬費、手数
料)、委託料、備品購

入費、使用料及び賃借

料、扶助費、負担金、

補助金及び交付金

1都道府県当たり

1,317,000円 X実施月数

妊婦に対する遠方の分3分の2

娩取扱施設への交通費

及び宿泊費支援事業に

必要な委託料、負担金、

補助及び交付金、扶助

費

間接補助

事業

妊婦に対

する遠方

の分娩取

扱施設へ

の交通費
及び宿泊

費支援事

業

妊産婦のメンタルヘル 2分の1

スに関するネットワー

ク構築事業に必要な報

酬、給料及び職員手当

等(ただし会計年度任

用職員へ支給されるも
のに限る)、報償費、

共済費、旅費、需用費

(消耗品費、食糧費及

び印刷製本費)、役務

費(通信運搬費、広告

料)、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入

費

①交通費(往復分)
妊婦1人につき、タクシーにより移動

した場合は実費額に0.8を乗じて

得た額、その他の移動手段により移動

した場合は市町村の旅費規程に準じ

て算出した額(実費額を上限とする。)

に0.8を乗じて得た額

②宿泊費

妊婦1人につき、実費額(市町村の旅

費規程に準じて算出した額を上限と

する。)から、 1泊当たり 2,000円を
控除した額



別紙様式第1

歳
予算

国

出
科目

母子保健衛生費

16 母子保健衛生費

補助金

交付決定
の額

円

(元号) 年度母子保健衛生費国庫補助金調書

科目

歳入

予算現額

円

(注) 1 「地方公共団体」の「科目」は、歳出にあっては、款、項、目、節を、歳入にあたっては款、項、目をそれぞれ記載する

2 「予算現額」は、歳入にあっては、当該予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当該予算額、補正予算額、

予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかにして記載すること。

3 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載すること。

収入済額

円

地公共団体

科目 予算現額

円

補助事業者名

支出済額

円

備考庫
相

国
金
額
円

ち
助
当

う
補

庫
相

出
国
金
額
円

歳
ち
助
当

う
補

補
助
率



別紙様式第2

こども家庭庁長官殿

(元号)

ー、印託次匙"。
また、管内市町村分の申請書を受理し、

庫補助金申請額1

標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。
その内容を審査した結果適正と認められる

年度母子保健衛生費国庫補助金の交付申請について

添付書類

①当該事業に関する歳入歳出予算書抄本

②その他参考資料

③国庫補助金所要額市町村別集計表[様式1-2]

④市町村長から提出のあった交付申請書

金 円

都道府県分 金 円

金市町村分 円

(※都道府県分に間接補助がある場合、その金額も合わせて記載すること)

国庫補助金所要額調書 [様式1 ]

)内については、交付要綱6 (1)により都道府県が提出する場合についてのみ該当する。

道府県知
^

都市市疋

市市核
町村

号
日

事
長
長
長

番
年

都
指
中
市



様式1 国庫補助金所要額調害(直接補助分)
(都道府県・指定都市・中核市用)

こどもの心の診療ネットワーク事業

基本分

夜問・休日対応加算

特定妊婦等に対運営費
する産科婦人科

受診等支援加算初回産科受診料支援
交通費支援(直営)

特定妊等に対運営費
する産科婦人科

援加算
交通費支援(委託)

若年妊婦等に対運呂費
する支援体制強 SNS等運用費

性と健康の相加化加算(直営)

談支援セン算

ター事業分

種 目 等
総事業費

①

寄付金モの

他の収入額

②

円

若年妊婦等に対

する支援体制強

化加算(委託)

差引額

(①一②)

③

緊急一時的な居場所の確保費用

運営費

夜問・休日対応加算

SNS等運用費

円

対象経費の

支出予定額

④

出生前遺伝学運営費

的検査加算研修費

HTLV・1等母子感染対策事業

不妊症・不育症等ネットワーク支援

ピア・サポート活動等への支援

円

緊急一時的な居場所の確保費用

支援ネットワー

ク事業

茎礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に閏する相験支援加算

不育症検査費

用助成事業

月数等⑤

円

基準額

検査費用助成

広報啓発費用

単価⑥

妊娠・出産包

括支援事業

(市町村分

(ただし、多

胎ピアサポー

ト事業及び多

胎妊産婦等サ

ポーター等事

業について仕妊娠

都道府県及び

市町村分)

都道府県・指定都市

国庫補助

(⑤基本額

⑧

茎準額

X⑥)
円

産前・産後サポート相談支援等

事務費)

多胎ピアサポート事業

産

後

サ妊塵鳩等へ仞育児用品辱支授

ポ

中核市名

要国庫補助

額{⑧X補助

牢)⑨

多胎妊産婦等サ十ーター等事業

1 出産や子育てに悩む

父類支擾

計

円

妊盛由直告露主置■

貞悼芦府亜牙

備考

円

妊娠・出産包括支援推進事業

健康診査事業

出産包括支擾緊急整備車業

ン

開設準備事業

運営費及び研修費

ピフサポート享桑

新生児聴覚検

査体制整備事

業

る

,】

計

予防のためのこどもの死亡検証体制整備モデル事業

多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業

被災した妊産相談支援等事業
婦・乳幼児の

保健師等に対する研修の実施
相談等の母子

一保健支援事業

母子保健対策強化事業(市町村分)

母子保健事業等推進体制整備事業

理 天

精度管理支擾事業(都道府県

新生児聴検査体制整備業

計

斬生児聴覚検壷管理等事業

聴覚検査椴器購入支援事業

計

母子保健対策

強化事業

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

活動費
妊婦訪問支援

事業費(民問委託の場合の加算)
事業

計

特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査のかかり増し軽費支援事業

妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業

計合

当該年度開始前の1月1日現在の住民基本台帳人口(人X市)

(注1)「国庫補助茎本額⑧」柵は、③、④及び⑦とを比較して少ない方の額を記入すること.

(注2 性と健廉の相談センター業のうち(フ)基礎疾患のある妊逢婦等への妊娠と擾に関する相談支援加算の「茎準額(⑤X⑥)⑦」捉は、別添(様式1-1)の「基凖額④柵の合計額を記入すること.

午育症検査費用助成事業のうち「流死産検体を用いた遺伝子検査」の「茎卓額(⑤X⑥)⑦」欄は、別添(様式1-2)の「茎牟額⑤.樹の合計額を記入すること.

0

(都道府県分)

異

指定都市分)

⑦

計

産
前

ト
事
業

分

こ
部 )

一
」

計



別添(様式1

性と健康の相談センター事業

(フ)基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支援加算

1)

NO 件数(見込み)

①

18

19

20

合計

(注 1)

(合計)
⑤(①X④)

相談費用(見込み)

②

6

7割相当額

③(② X O.フ)

件

「7割相当額③」欄は、

円

「相談費用②」欄の7割相当額(百円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。)を算出する。

(1件あたり)
④

17

、
ノ

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

、
、
ノ

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

1
 
2

3
 
4
 
5

7
8
9
01

1
 
2
 
3

ー
ー
ー

N
 
巧
 
M



別添(様式1 -2)

不育症検査費用助成事業

件数

①

1

実施検査名

②

基準額

⑤

7

(注 1)

(注 2 )

捨てる。

検査費用

③

合計 円

「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り

)を算出する。

7割相当額

④(③X O.フ)

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

2
 
3
 
4

5
 
6

8
9
W
Ⅱ
松
B
N

5
 
6
 
7
 
8

ー
ー
ー
ー

9
 
0

1
 
2



様式1 国庫補助金所要額調書(問接補助分)

都道府県用)

市助村名 種

都道府県

合計

にt

る遠方の分

娩敢扱驚股

への交通費

及び宿泊費

目 等

交通費支援

総事業費

①

市町村名

宿泊費支援

る還方の分

娩取扱施設

への交通費

及び

に

計

交通支援

寄付全モの他の

収入額②

円

市助村名

宿毛費支援

^

にオ

る遠方の分

娩取扱算設

への交通費

及び宿泊費

計

(①一②)

③

交通費支援

円

市町村名

宿漕費支援

す

る遠方の分

娩取扱焦設

への交通費

対魚経の支

出予定額④

円円

計

交通費支援

茎率額⑤

市町村名

宿泊費支援

に

る遠方の分

娩取扱藻般

への交通

及ぴ宿泊

計

選定額⑥

交通費支援

円

市町村名

宿泊費支援

に

る遠方の分

娩取攝箪設

への交通費

及び

6X

4)

⑦
円

計

交通費支援

円

市町村名

宿官支擾

に

る還方の分

娩取撮算設

への交通

及び宿泊費

補助額

⑧

計

交通費支援

円

基本額

⑨

総

宿泊費支援

都道府県名

(⑨X 2/3

⑯

(注 1

(注2)

円

計

「選定額6 ネ

「国庫補助茎本額⑨

円

備考

計

④及び⑤を比較して少ない方の額を出する.

欄は、⑦及び⑧を比較して少ない方の額を算出する。

合

合

合



様式1 国庫補助金所要額調書

(市区町村用)

種 目 等

産前・産後サポート相談支援等

妊娠・出産包括支援事

業

多胎ピアサポート事業

産多胎妊産婦等サポーター等事業

後

サ妊産婦等への育児用品等支援

ポ

ト

総事業費

①

寄付金モの

他の収入額

②

出産や子育運営費及び研修費

てに悩む父

親支援ピアサポート事業

円

差引額

(①一②)

③

円

産婦健康診査事業

妊娠・出産包括支援緊急整備事業

こども家庭センター(日子育て世代包括

支援センター機能部分)開設凖備事業

計

対象経費の

支出予定額

④

多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業

被災した妊産婦・乳幼児の

相談等の母子保健支援事業

母子保健対策強化事業

円

月数等⑤

円

基準額

単価⑥

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

活動費

相談支援等事業

基準額

X⑥)
円

妊婦訪問支援事業事業費(民問委託の場合の加算)

(⑤

⑦
円

国庫補助

基本額

⑧

市区町村名

要国庫補助

額(⑧X補

助割⑨

円

特別な配虐が必要な児に対する乳幼児健康診査のか

かり増し経費支援事業

円

当該年度開始前の1月1日現在の住民基本台帳人口(人)

(注1)「国庫補助基本額⑧欄は、③、④及び⑦とを比較して少ない方の額を記入すること。

(注2)「合計欄の「要国庫補助額」において、千円未満の端数が生じた場合は、切り捨てること。

備考

合計

産
前

計ノ

事
業

計



様式1-2 国庫補助金所要額市町村別集計表

区分

市町村

都道府県

合計

産前・産後サポート相談支擾等

多胎ピアサポート事棄

多胎妊産婦等サ十ーター等事業

出 妊産婦等への育児用品等支擾
業

産
出産や子育てに運営費及び研俸費

包

悩む父親支優ピアサ十ート業括

支 小計

妊娠・出産包括支擾緊急整偏事業

てこ ノー

支援センター機能部分開設凖備事業

計

産婦健軍紗査事業

多胎妊娠の健康診査支援事業

敏黒Lた畦慮燭乳幼見
相駿支擾等事築の鼎謡尊量子怪偉寅醍

母子保健対策強化叢

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

妊婦訪問支援活動費
事業 事集費(民間委託の場合の加算)

計

特別な配慮が必要な児に対する乳幼見健康診査の力

かり増し軽費支事案

種目等

活動費

事業費(民間委託の場合の加算)

計

靴事業費

①

の

他の収入額

⑦

円

(①一②)

③

円

の

支出干定額

4

円 円

月数等⑤

茎牟額

単価⑥

合計

産前・産後サポート相叢支援等

多胎ピアサポート案

多胎妊産婦等サポーター等事業

妊産婦等への育児用品等支擾

出や子育てに運営費及び靭飾費

悩む父親支擾ピアサポート事業

円

5

寮

7

茎本額

⑥

円

都道府県名

妊娠・出産包括支擾緊急整備事業

こども家庭センター旧子育て世代包括

支援センター機能部分)開設凖備事業

計

産婦健康珍査業

多胎妊娠の妊娼健康診査支擾事窯

額{⑧X補助

牢)⑨

円 円

備考

小計

噐'噐母:侭敞;相談支援等事業

人口

母子保健対懐強化業

低所桐の妊婦に対する初回産科受診料支榎事業

妊婦訪問支援活動費

事業 事案費(民問委託の場合の加算)

計

特別な配慮が'嬰な児に封する児健康査の力

力 1 増し紐費支擾事業
人

合計

産前・産後サポート相談支擾等

多胎ピアサポート事奈

多胎妊産婦等サポーター等事業

妊産婦等への育見用品等支擾

出産や子育てに達言費及び冊修費

悩む父親支擾ピアサポ_ト事棄

小計

妊娠・出産包括支擾緊急整備事案

センター 1 て世こと

支援センター複能部分)開設準備事業

計

産婦健康診査事棄

多胎妊蝦の妊婦健康診査支援事業

置叉Lた旺置鵠乳幼曳
相談支授等事業■●塾等の■子●員支長

母子保健対策強化事系

業

人口

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

妊婦訪問支援

事業

合計

(注)この表は、市町村長から提出された国庫補助金所要額調書に茎づいて作成すること.

人
1'

かりし

一
"

達
前

産
蜑
サ
ポ
ー
ト

妊
娠

産
前

産
後
サ
ポ
ー
ト
峯

妊
娠

出
産
包
括
支
援
事
業

産
前

塵
佳
サ
ポ
ー
ト
事

妊
娠

出
産
包
括
支
援
事
業

'"



呂1俳氏様式第2-2

番

(元号)年度母子保健衛生費国庫補助金交付決定通知書

市町村名

(元号)年月日第号で申請のあった(元号)年度母子保健衛生費国庫補
助金にっいては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第
179号。以下「適正化法」という。)第6条第1項の規定により[(修正の場合)第6

月日こ成母第号をもって、条第3項の規定により修正のうえ]、(元号)
次のとおり交付することに決定されたので、同法第8条の規定により通知する。

(元号)年月日
都道府県知事

この補助金の交付の対象となる事業(以下「事業」という。)は、令和※年※
月※日こ成母第※※号こども家庭庁長官通知の別紙「母子保健衛生費国庫補助金
交付要綱」の3に定める市町村が行う事業であり、その内容は(元号)年月
日申請書記載のとおりである。

1

事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容が2

変更される場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるとき
は、別に通知するところによるものとする。

事業に要する経費

補助金の額

3 この補助金の額の確定は、交付要綱の4に定める交付額の算定方法により行う
ものである。

4 との補助金は、交付要綱の5に掲げる事項を条件として交付するものである。

5 事業に係る事業実績報告は、交付要綱のHに定めるととろにより行わなければ
ならない。

6 この補助金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における適正化法第9
条第1項の規定による申請の取下げをすることのできる期限は、(元号)年
月日とする。

円
円

金
金



別紙様式第3

こども家庭庁長官殿

(元号)

また、管内市町村分の申請書を受理し、その内容を審査した結果適正と認められる
ので、とりまとめて提出する。

標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。

年度母子保健衛生費国庫補助金の変更交付申請について

1 金

都道府県分金

市町村分金

都道府県分金既交付決定額

市町村分金

都道府県分 金今回増加額

市町村分 金

(※都道府県分に間接補助がある場合、その金額も合わせて記載すること)

国庫補助金所要額調書 [様式2]

庫補助金申請額

道府県知
定都市市
核市市
町村

添付書類

①当該事業に関する歳入歳出予算書抄本

②その他参考資料

③国庫補助金所要額市町村別集計表[様式2-2]

④市町村長から提出のあった交付申請書

)内については、交付要綱6 (1)により都道府県が提出する場合についてのみ該当する。

号
日

事
長
長
長

番
年
都
指
中
市

円
円
円
円
円
円
円



様式2 国庫補助金所要額調書(直接補助分)
(都道府県・指定都市・中核市用)

こどもの'、の診療ネソトワーク事業

基本分

夜閤・休日対応加算

特定妊婦等に対運営費

;;111右科初回産科受診料支援
交通費支援(直営

特定妊婦等に対運営費

受診等支擾加算初回産科受診料支援
交通費支援(委託

若年妊婦等に対

する支援体制強SNS等費

性と健康の相加化加算(直営)緊急一時的な居場所の
確保費用

談支握セン算
運営費

ター事業分

若年妊婦等に対夜間.休日対応加算

に;援;11重 SNS等運用費
緊急一時的な居埋所の

確保費用

出生訪遺伝学運営費

的検査加算研修費

"TLV.1等母子感染対策業

種 目 等
鯰事業費

①

寄付金モの

他の収入額

②

円

差引額

(①②

③
円

対叡経費の

支出予定額

④

円

月数等⑤

円

基準額

単価⑥

支擾ネ

ク事業

不育症検晝貴

用助成事業

の

に関する相玖支擾加

計

茎準額(⑤

X6)フ

円

都道府県・指定都市・中核市名

国庫補助要補助

基本額額【⑧ゞ補動

牢)国8

トワー

円

検査用助成

広報啓発費用(事務費)

計

屋産前・産後サポート相談支擾等
首

多胎ピアサポート事秦

屋多胎妊産婦等サポーター等事業
讐

妊産婦等への育児用品等支擾

出産や子育てに悩

む父親支擾

事

小計嵩

妊娠・出産包

括支擾事業

(市町村分

(ただし、

胎ピアサポー

ト事業及び多

胎妊産婦等サ

ポーター等事

業については

都道府県及ぴ

市町村

分))

への

ネツ

への

円

備考

円

妊娠・出産包括支擾緊急整備事業

こども家庭センター(日子育て世代包括支擾セ

ンタ】機能都分開設牢偶事案

計

蛭峻'止直き階旭事妊娠.出産包括支擾推進事業

産婦健康診査事業

新生児聴覚検査体制整業

営費及び研修費

ピアサポート事業

新生児聴検

査体制整備事

業

計

新生見聴覚検査理等事業

予防のためのこどもの死亡検証体制整備モデル

多胎妊娠の妊婦健康診査支援業

被災した妊産相欣支擾等事業

:11キ::1;保健師等に対すろ研修の実施
計保健支援事業

母子保健対策強化事業(市町村分)

母子保健事業等推進体制整偏事業(都道府

!盆""""*".妖邸""將鮭'*母子保健対策

強化事業 外部抽度唾支擾事業魯道府・指定都市分)

計

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支握事業

活動費
妊婦訪問支援

事業費(民間委託の場合の加算)
事業

計

艶覚検査娘基麟入支擾事業

計

●が△減少の矯合の補助金曼入製 既交付決定額念

△減

、よに、る の'

増し経費支援事業

妊産婦のメンタルヘルスに閼するネットワーク構築事業

当該年度開始前の1月1日現在の住民蔓本台帳人口(人X市)

(注1)「国補助茎本傾⑧」弱は、③、④及び⑦とを比較して少ない方の額を記入すること

(注2)性と健康の相談センター事煮のうち(フ)茎礎疾患のある妊産婦等への妊娠と美に関する相談支授加の「茎卓額(⑤"⑥)⑦」掴け、別澪(様式1)の「茎準額①_欄の合計額を記入すること
不育症捜壹費用助成業のうち「流死産検体を用いた遺伝子検査」の「茎準額(⑤、⑥)⑦"圏は、別承(様式1-2)の「茎準額⑤樹の合計額を記入すること

合



別添(様式2

性と健康の相談センター事業

(フ)基礎疾患、のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支援加算

1)

NO 件数(見込み)

①

円

欄の7割相当額(百円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。)を算出する。

相談費用(見込み)

②

7

8

9

10

Ⅱ

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合計

(注 1)

7割相当額

③(②X O.フ)
(1件あたり)

④

件

「7割相当額③」欄は、 「相談費用 2

)
④

十
X

合
①

(
(⑤

、
ノ

)

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

1
2
3
4
5
6

、
ノ

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円



別添(様式2 -2)

不育症検査費用助成事業

件数

①

合計 円

「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円末満の端数が生じた場合には、これを切り

)を算出する。

実施検査名

②

6

7

(注 1)

(注 2 )

捨てる。

検査費用

③

7割相当額

④(③ X O.フ)

基準額

⑤

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

3
 
4
 
5

1
 
2

8
9
^
^
^
^
^
^
^
^
^
^
^



様式2 国庫補動金所要額西書(問桂補助分)

(都道府県用)

市町村名

都道府県

合計

覆

妊婦に対する遠方

の分娩取振施設へ

の交通費及び宿泊

費支擾事業

目 等

交通費支擾

市町村名

妊姉に対する遇方

の分娩取扱第設へ

の交通費及び摺白

主擾事業

艶事婁費

①

宿泊支擾

寄竹金モの他

の収入頓■

内

計

交通費支擾

円

市町村名

妊婦に対する遠方

の分歳取扱施設へ

の交通及び宿泊

費支掘業

宿白費支擾

差弓額

①⑦
,

対章錘費の支

出子定頃①

計

交通費支授

市町村名

円

妊婦に対する遠方

の分娩取扱施般へ

の交●費及び宿泊

支擾秦

宿泊費支援

蔓岸額⑤

円

計

交通費支擾

市町村名

選定額⑥

妊婦に封オる通方

の分換取扱施設へ

の交遇費及ぴ宿、白

支授事婁

円

宿泊費支擾

⑥X3/

4)

⑦

円

計

交通費支授

都週府倶

捕動頓

.

市町村名

妊婦に対する追方

の分娩取振施般へ

の交過費及び宿泊

費支援案

円

宿泊費支擾

国庫補動

@韻
円

計

交通費支擾

要国庫補動頗

(⑨" 2/"3)

⑩

市町村名

妊婦に対オる遠方

の分娩取扱諾股へ

の交通費及び宿泊

費支擾業

円

宿泊費支榎

厩交付

決定額⑪

円

計

都道府県名

増加(△減

少)韻

(@ー@)@

円

交通費支擾

宿白貴支擾

(注1)「選定額'欄は、③、④及び⑤を此較して少ない方の額を出する

(注2)「国庫補動甚本額9」掴は、⑦及び8 を比畝しτ少ない方の額を算出オる

円

計

価考

合

合

合

合

合

合



様式2 国庫補助金所要額調書

(市区町村用)

種 目 等

産前・産後サポート相談支援等

妊娠・出産包括支援事

業

多胎ピアサポート事業

産多胎妊産婦等サポーター等事業

後

サ妊産婦等への育児用品等支援

ポ

ト

総事業費

①

寄付金その

他の収入額

②

出産や子育運営費及び研修費

てに悩む父

親支援

円

差引額

(①一②)

③

円

産婦健康診査事業

妊娠・出産包括支援緊急整備事業

こども家庭センター(旧子育て世代包括

支援センター機能部分)開設凖備事業

計

ピアサポート事業

対魚経費の

支出予定額

④

多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業

被災した妊産婦・乳幼児の

相談等の母子保健支援事業

母子保健対策強化事業

小計

円 円

月数等⑤

基準額

単価⑥

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

活動費

相談支援等事業

茎凖額(⑤

X⑥)
円

妊婦訪問支援事業事業費(民問委託の場合の加算)

国庫補助

基本額

⑧

寸

特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査のか

かり増し経費支援事業

要国庫補助既交付決定

額(⑧"補

助牢)⑨

円円

当該年度開始前の1月1日現在の住民墓本台帳人口(人)

(注1)「国庫補助基本額8 柵は、③、④及び⑦とを比較して少ない方の額を記入すること

(注2)「合計」欄の「要国庫補助額」において、千円末満の端数が生じた場合は、切り捨て

市区町村名
△

少)額(⑨

一⑩)

⑪

備考

⑪が△減少の場合の補

助金受入額

合計

額
⑩

⑦

産
前

事
業



様式2-2 国庫補助金所要額市町村別集計表

区分

市町村

都道府県

▲.十

種目等

産前・産後サポート相談支援等

多胎ピアサポート事業

多胎妊産娼等サポーター等事業

妊産婦等への育児用品等支擾

ピアサポート事系

小計

妊娠・出涯包括支援緊急整傭事業

出産や子育てに

仙む父親支援

総事業費

①

支援センター機能部分)聞設準備事業

計

産婦健庫診査事業

多胎妊娠の妊婦健康診査支擾事業
被スL"旺置婦・乳艶児

相談支援等事業
の舶並辱の母子侭肴支蜜

母子保健対策強化業

低所褐の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

妊婦訪問支援活動費

事業 事業費(民間委託の場合の加算)

計

特別なが必更な児に対する乳幼児健康診査のか

かり増し経費支擾事案

4-

の

他の収入額

運営費及び研修費

円

.ノ

2

(①一②)

3

円

の

支出予定額

'

市町村名

月数等⑤

基準額

単価⑥

合計

産前・産後サポート相談支援等

多胎ピアサポート事棄

多胎妊産婦等サポーター等事業

妊産等への育児用品等支援

基準額(⑤
X6 7

円

萎本額

⑧
円

出産や子育てに

悩む父親支擾

センター機能部分開設準備事窯

計

産婦健庫診査事案

多胎妊娠の妊婦健康診宣支援事業

睦買Lた旺章博乳卦兇
相談支援等業

功相詮辱の岳子促憾宝暖

母子保鍵対策強化築

低所楊の妊婦に対する初回産科受診料支橿事業

妊婦訪問支援活動費

事業 事業費(民間委託の場合の加算

計

特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査の力

かり増L経費支授業

額(⑧X補助

率 9

出産包括支援緊急整侑事藁

ン

円

ピアサポート事業

小計

営費及び研修費

〆、

円

都道府県名

額

ム計

(庄)この表は、市町村長から提出された国庫補助金所契額調書に甚づいて作成すること.

疋

0

少)額(⑨ 備考

市町村名

ム計

産前・産後サポート相談支援等

多飴ピアサポート業

多胎妊産娼等サポーター等事秦

妊産等への育児用品等支擾

呂

小計

妊娠・出産包括支擾緊急整備事業

出産や子育てに

悩む父親支援

業準センター能沌

計

産婦健康診査事業

多胎妊娠の妊婦健康診査支擾事業

教員Lた妊屋博乳弐兇
相鹸支擾等事業

の帽n等の長子侭曽堂慢

母子俣健封笈強化業

低所櫓の妊婦に対する初回産斜受診料支援事業

妊婦訪問支援活動費

事業 事築費民問委託の場合の加算

計

特別な配慮が必要な児に対する乳幼見健康診査のか

かり増し経支援業

、. ーノ

人口

人

0

産
前

産
後
サ
ポ
ー
ト

事
爽

妊
娠

出
産
包
括
支
擾
事
業

産
前

産
後
サ
ポ
ー
ト

事
業

妊
娠

出
産
包
括
支
榎
事
業

妊
こ
支

産
前

産
後
サ
ポ
ー
ト

事
業

妊
娠

出
産
包
括
支
擾
事
業



男1俳氏様式第3-2

(元号)年月日こ成母第号で交付決定された(元号)年度母子保健衛
生費国庫補助金にっいては、(元号)年月日第号申請に基づき、(元号)
年月日こ成母第号をもって、決定の内容を次のとおり変更するととに決定さ
れたので通知する。

【超過交付額がある場合のみ記載】
円については、補助金等に係る予算の執行の適なお、超過交付となった金

正化に関する法律(昭和30年法律第179号)第18条第1項の規定により(元号)年
月日までに返還することを命ぜられたので併せて通知する。

(元号)

番

年度母子保健衛生費国庫補助金変更交付決定通知書

市町村名

(元号)
都道府県知事

この補助金の交付の対象となる事業(以下「事業」という。)は、令和※年※
月※日こ成母第※※号こども家庭庁長官通知の別紙「母子保健衛生費国庫補助金
交付要綱」の3に定める市町村が行う事業であり、その内容は(元号)年月
日申請書記載のとおりである。

1

年月 日

2 事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容が
変更される場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるとき
は、別に通知するところによるものとする。

事業に要する経費 円

金 円内今回増加(減少)額

補助金の額 円

金 円内今回増加(減少)額

この補助金の交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金等に3

係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号)第9条第1項の規
定による申請の取下げをすることのできる期限は、(元号) 月日とす

る。

金
金



別紙様式第4

こども家庭庁長官殿

(元号)

一那吹、印託次都"。
また、管内市町村分の事業実績報告書を受理し、

庫補助金精算額1

標記の国庫補助金に係る事業実績を次のとおり報告する。

その内容を審査した結果適正と認

年度母子保健衛生費国庫補助金の事業実績報告について

)内については、交付要綱Ⅱ(1)により都道府県が提出する場合についてのみ該当する。

円

都道府県分 円

市町村分 円

(※都道府県分に間接補助がある場合、その金額も合わせて記載すること)

国庫補助金精算額調書 [様式3 ]

道府県知
定都市市
核市市
町村

添付書類

①当該事業に関する歳入歳出決算書(見込書)抄本

②その他参考資料

③国庫補助金精算額市町村別集計表[様式3-2]

④市町村長から提出のあった事業実績報告書

号
日

事
長
長
長

番
年

都
指
中
市

金
金
金



様式3 国庫補助金所要額調書(直接補助分)
(都道府県・指定都市・中核市用)

こどもの心の診療ネyトワーク事業

蔓本分

夜間・休日対応加算

特定妊婦等に対運営費
する産科婦人科

受診等支擾加算初回産科受診料支援
交通支援(直営)

特定妊婦等に対運営費
する産科婦人科

受診等支援加算初回産科受診料支援
委託)交通費支授

運営費

SNS等運用費

種 目 等
総事業費

①

性と健康の相

談支援セン

ター事業

寄付金その

他の収入額

②

若年妊婦等に対

する支援体制強

化加算(直営)

円

差弓額

(①⑦

③
円

若年妊婦等に対

する支擾体制強

化加算委託)

対象経費の

実支出額

④

円

運営

夜問・休日対応加算

SNS等運用費

のな

出生前遺伝学運営費

的検査加算研修

HTLV.1等母子感染対策事業

不育症

'

月数等⑤

円

の

茎準額

国庫補助金

受入額

差引過(△)

不足額(

支援ネ

ク

単価⑥

不育症検査

用助成事業

の

に関する相談支擾加算

計

茎準額(⑤

X6)フ

トワー

都道府県・指定都市・中核市名

国庫補助

茎本額

⑧

精算額⑱

円

検査用助成

広報啓発費用(事務費)

計

産前・産後サポート相談支橿等
妊娠・出産包

括支援事業

(市町村分

(ただし、多

胎ピアサポー

ト車業及ぴ多

飴妊産婦等サ

ポータ】等事

業についτは

都道府県及び

市町村

分)))

ア・サ,、ー

円

への

ツ

要国庫補助額

【⑧X補動牢)@

への

多胎ピアサポート事婁

多胎妊産婦等サポーター等事業

妊産婦等への育児用品等支擾

円

妊娠・出産包括支援緊急整備事業

こども衆庭センター(旧子育て世代包括支援セ

ン女一機能部分)醐設準慎婁

計

妊嵯由置包巨宝艮事妊娠.出産包括支援推進事業

産婦健康診査亭貧

新生児聴覚検査体制整価業

備老

出産や子育てに悩運営費及び研修費

む父親支擾ピアサポート事業

小計

円

新生児聴覚検

査体制整備事

業

計

予防のためのこどもの死亡検証体制整備モデル事業

多胎妊娠の妊婦健康珍査支援事業

被災した妊産相談支援等事業
婦・乳幼児の

相談等の母子
計保健支援事業

母子保健対策強化事業(市町村分)

新生見聴寛検査管理等業

聴検査操訟鱗入支援業

母子保健対策

強化事業

計

低所得の妊婦に対する勿回産科受訟料支援事業

活動費
妊婦訪問支援

事業費(民問委託の場合の加算)
事棄

計

特別な配慮が必要な児に対する児健康診査のかかり

し経費支援事業

妊産鯛のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業

計

県分)

検査に係る外部精度管理支握事業(都道

府県・指定都市分)

当該年度開始前の1月1日現在の住民基本台帳人口(人X市)

(注1 「国庫補助茎本額①」嵐け、③、④及び⑦とを比較して少ない方の額を記入オること.

(注2 性と健庫の相談セン虫一事業のうち(フ)蔓礎疾患のある妊廣婦等への妊娠と蔓に関する相談支援加算の「茎牟額(⑤X⑥)⑦」欄は、別呑(操式1)の「茎準額④」欄の合計額を記

入すること.

不育症検査費用助成事業のうち「流死産検体を用いた遺伝子検査」の「基牟額(⑤X⑥)⑦」樹は、別系(様式1-2)の「薑卓額⑤」欄の合計額を記入すること.

加
算
分

直
前

盛
柱
サ
十

ト
事
貞

、
 
0

合



別添(様式3 -1)

性と健康の相談センター事業

(フ)基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支援加算

NO 件数

①

相談費用

②

6

件

「7割相当額③」欄は、

7割相当額

③(② X O.フ)

円

「相談費用②」欄の7割相当額(百円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。)を算出する。

(1件あたり)
④

18

19

20

合計

(注 1)

(合計)
⑤(①ゞ④)

、
、
J

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

、
ノ

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

1
2
3
4
5

7
8
9
0
1
2
3

ー
ー
ー
ー

N
巧
M
n



別添(様式3 -2)

不育症検査費用助成事業

件数

①

円

実施検査名

②

(注 1)

(注2)

捨てる。

合計 円

「検査費用③」欄は、先進医療の検査費用を記載すること。

「7割相当額④」欄は、「検査費用③」欄の7割相当額(千円未満の端数が生じた場合には、これを切り

)を算出する。

検査費用

③

基準額

⑤

7割相当額

④(③X O.フ)

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

3
 
4

1
 
2

5
 
6
 
7

8
9
0
1
2
3

ー
ー
ー
ー

N
巧
M
Ⅱ
W
四
⑳



犠式3 国補助金所蔓額困(間接補助分)

(都道府県用)

市町村名

郵逼用倶

合計

覆目等

妊婦に対,る連方

の分娩取豊莞股へ

の交通費丑び宿泊

費支擾峯婁

総

妊揚に対する遠方

の分娩敢垂覧殴へ

の交通及び信8

費支擾事貧

交通費支擾

市町村名

範事案費

Φ

宿白支擾

寄村金モの

他の取入語

.

計

交通費支橿

円

市町村名

妊婦に封する達方

の分峡取扱施牲へ

の交●費及び富泊

費支授事案

整引甑

(Φ一●)

Φ

宿も費支援

円

計

対象軽費の

実支出員⑩

交通費主擾

市町村名

円

妊婦に対する遍方

の分娩取撮飾股へ

の交通費及び宿泊

費支擾事貞

宿泊費亥擾

茎卓頗国煮定額⑥

円

計

交通費支擾

市動村名

妊揚に対tる違方

の分映取盛箟設へ

の交通及び富泊

費支擾真

円

摺■費支擾

(⑥X3/

4)

⑦

計

交通賢支擾

昌重府県

袖助頗

市町村名

妊婦に対する遠方

の分娩欺撮筋殴へ

の交通費及び宿8

費支擾事臭

合

妊揚に対する通方

の分娩取皇焦設へ

の交通費及び宅8

費支擾寅

宿泊賢支擾

氏軍補助

甚本額

円

計

交通費支擾

要国庸掃助

額{⑤X2/

3冷

市動村名

円

宿白費支授

交村決窒韻

@

靴

円

計

交通費支授

国廠動金

曼入覇

@

(注1)「選定額⑥.捉は、③、@及びΦを比較して少ない方の額を卸出する

(注2)「国庫補動甚本頓⑨」掴は、⑦及び@を比較Lて少な、方の額を算出,る

摺泊費支援

円

都道府県名

差引点ι△)

不昆員

(⑫一@)@

円

計

円

特算額

@

計

偉考

円

合

合

合

合

合

合



様式3 国庫補助金所要額調書

(市区町村用)

腫 目 等

産前・産後サポート相談支榎等

産

前多胎ピアサポート事業

産多胎妊産婦等サポーター等事業

後

サ妊産婦等への育児用品等支援

妊娠 出産包括支援事

業

鰭事業

①

寄付金毛の

他の収入額

②

出産や子育運営費及び研修費

トてに悩む父

事親支擾 ピアサポート事業

業

円

差弓額

①一②)

③

円

産婦健康診査事業

対象経費の

実支出額

④

妊娠・出産包括支援緊急整侑事業

こども寂庭センター(旧子有て世代包括

主擾センター複能部分)開設皐備業

計

⑬

多胎妊娠の妊婦健康診査支橿事業

小計

円

児の相談等の母子保健相談支援等事業

支援事章

母子保健対策強化事業

円

月数等⑤

基準額

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

舌動費

単価⑥
墓準額(⑤

X⑥)⑦
円

国庫補助

茎本額

⑧

妊婦訪問支援事業事業費(民問委託の場合の加算

計

特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査のか

かり増し経費支援事業

要国庫補助交付決定額
額(⑧X補

助率)⑨
⑩

円円

当該年度開始前の1月1日現在の住民茎本台帳人口(人)

(注1)「国庫補助茎本額⑧」欄は、③、④及び⑦とを比較して少ない方の額を記入すること。

(注2)「合計」楓の「要国庫補助額」において、千円末満の端数が生じた場合は、切り捨てること

国庫補助金

受入額

⑪

価考

差引過(△)

不足額

(⑪⑨)

合計

市区町村名

⑫

精算額



様式3-2 国厘補助金所要額市町村別集計表

市町村

区分

都道府県

合計

種目等

産前・産後サポート相談支援等

多胎ピアサポート事童

多賠妊産婦等サポーター等業

妊産婦等への育児用品等支擾

出産や子育てに返言費及び研修費

悩む父親支援ピアサ十ート事業

計

妊娠・出屋包括支擾竪急整僑事業

こども家庭センター(旧子育て世代包括支擾セ

ンクー檢能部分)開設凖偏事案

計

産婦健庫診査業

多胎妊娠の妊婦健康珍査支授事業

牧美Lた旺量圃乳幼児
相談支擾等事業

切●最等0●子●倖宝量

艶業費

①

の

他の収入額

②

母子俣健対策彊化業

(①一⑦)

③

低所拐の妊婦に対する勿回産科受珍料支授事業

活動費妊婦訪問支援

事業

の

実支出額

案費(民間委託の場合の加算)

計

特別な配庫が必臭な児に対する乳幼児健康診査の力

力り増し経費支擾事業

4

市町村名

月数等⑤

萎峯額

単価6
茎牟額⑤

合計

産

包

括
小計

支

援妊娠・出産包括支授緊急甍伺業

こども家庭センター(旧子育て世代包括支援セ
業 ンター椴能部分)聞設皐偏事築

計

産葡・産後サポート相談支援等

多胎ピアサポート稾

多胎妊崖婦等サポーター等事業

妊産婦等への官児用品等支擾

X6 7

案

蔓本額

⑧

出産や子育てに遷営費及び研修費

悩む父袈支擾

額(⑧X捕助

率)①

(注)この表は、市町村畏から提出された国庫補動金所要額屑に基づいて作成すること

産婦健診査章

多胎妊蝦の妊婦健康診査支榎業

相談支援等事業

交付決定額

⑩

ピアサポート事業

推貫Lた旺■鴫乳動虎

.輯■与の●子●舶宝哩

母子保健封策強化業

低所褐の妊甥に対する初回産科受診料支擾事業

妊婦訪問支擾活動費

事業 事業費(民問委託の合の加算)

計

特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査の力

かり増し経費支擾業

人口

受入額

@

不足額

(@一⑤)

都道府県名

人

精算額

@

市岡村名

倩考

産前・産径サ出ート相談支授等

計

多胎ピアサポート案

業

多胎妊産婦等サポーター等事業

妊産婦等人の育児用品等支擾

出産や子育てに運言費及び研修費

悩む父親支援

妊娠・出産包括支擾繋急整偽事業

こピも家庭センター(旧子育て世代包括支授セ

ンター根能部分)開設皐侑事棄

計

産揚健康診査事案

多胎妊娠の妊婦健庫診査支擾事業

披實Lた旺置周乳幼史
相談支擾等事業

.柏凱尊.昌子侶臂室盧

母子保健対藁強化事業

ピアサ寸'ート系

人口

計

低所暢の妊婦に対する初回産科受診料支授事業

活動費妊婦訪問支援

事業 事秦費(昆間委託の堤合の加算)

計

特別な配庫が必要な児に対オる乳幼児健康診査の力

かり増し経支擾事業

合計

人

産
前

産
後
サ
ポ
ー
ト

亭
翼

妊
娠

出
産
包
括
支
授
業

産
前

産
後
サ
ポ
ー
ト
事

妊
娠

合

産
前

産
後
サ
ポ
ー
ト
事

妊
娠

出
産
包
括
支
擾
事
業



呂1俳氏様式第4-2

(元号)年月日第号で交付決定の通知をした
生費国庫補助金については、(元号)年月日第
(元号)年月日こ成母第号をもって交付額が金

で通知する。
(超過交付額が生じた場合)

円については、補助金等に係る予算の執行のなお、超過交付となった金
適正化に関する法律(昭和30年法律第179号)第18条第2項の規定により、(元号)
年月日までに返還することを命ぜられたので併せて通知する。

(元号) 年度母子保健衛生費国庫補助金交付額確定通知書

(元号)

番

年月

市町村名

(元号)年度母子保健衛
号事業実績報告に基づき、

円に確定されたの

日

都道府県知事



別紙様式第5

こども家庭庁長官殿

(元号)

令和年月 日こ成母第号により交付決定があった母子保健衛生費補
助金について、(元号)年度母子保健衛生費国庫補助金交付要綱5(8)の規定に基づ
き、下記のとおり報告する。

年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

1 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第15条の規定による確定額

又は事業実績報告による精算額

2 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額(要国庫補助金返還相当額)

添付資料

記載内容を確認するための書類(確定申告書の写し、課税売上割合等が把握

できる資料、特定収入の割合を確認できる資料)を添付する。

県知事
村長
区長

金 円

号
日

番
年

府
リ

町
別

道都
市
特


